
◎外国為替及び外国貿易法の一部を改正する法律 
（令和元年一一月二九日法律第六〇号）   

一、提案理由（令和元年一一月五日・衆議院財務金融委員会） 

○麻生国務大臣 ただいま議題となりました外国為替及び外国貿易法の一部を改正する

法律案につきまして、提案の理由及びその内容を御説明させていただきます。 

 外国為替及び外国貿易法は、投資自由を原則としつつ、一定の業種に対する対内直接

投資等につきまして、国の安全等の観点から事前届出を求め、審査を行うことといたし

ております。 

 この事前届出制度に関し、日本経済の健全な発展につながる対内直接投資の一層の促

進を図る一方、国の安全等を損なうおそれのある投資について、昨今の主要国における

対応強化の動向を踏まえ、適切な対応を図る必要があります。このような状況に鑑み、

本法案を提出した次第であります。 

 以下、本法律案の内容につきまして、御説明申し上げます。 

 第一に、一定の基準を守り、国の安全等を損なうおそれがないとみなされる対内直接

投資等について、事前届けを免除する制度を新たに設けることとしております。 

 第二に、上場会社の株式取得を行う場合に事前届出が必要となる株式の取得割合を引

き下げるとともに、株式取得以降の会社の経営に重要な影響を与える一定の行為を、事

前届出の対象に追加することとしております。 

 第三に、国内外の行政機関との情報連携を強化する規定を追加することとしておりま

す。 

 その他、所要の規定の準備を行うことといたしております。 

 以上が、この法律案の提案の理由及びその内容であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願いを申し上げます。 

二、衆議院財務金融委員長報告（令和元年一一月一四日） 

○田中良生君 ただいま議題となりました法律案につきまして、財務金融委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、対内直接投資等に係る事前届出制度に関し、日本経済の健全な発展につなが

る対内直接投資の一層の促進を図る一方、国の安全等を損なうおそれのある投資につい

て適切な対応を図る必要があるため、事前届出を免除する制度を新たに設けるとともに、

事前届出が必要となる上場株式の取得割合を引き下げる等の措置を講ずるものでありま

す。 

 本案は、去る十一月一日当委員会に付託され、五日麻生財務大臣から提案理由の説明

を聴取し、そして、昨十三日、質疑を行い、質疑を終局いたしました。次いで、採決い

たしましたところ、本案は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 



〇附帯決議（令和元年一一月一三日） 

 政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 世界の安全保障環境が厳しさを増している中、我が国の対内直接投資の事前届出審

査制度の改善を図る本改正が、経済の健全な発展に資する対内直接投資を一層促進し

つつ、国の安全等に関わる技術の流出や事業の喪失を防止し、我が国又は国際社会の

平和及び安全の維持に資するよう、事前届出制度の適切な実施に努めること。 

二 事前届出審査の実効性を高めるため、関係省庁において定員の確保、機構の充実そ

の他審査体制の強化を図るとともに、本改正で設けられた情報交換規定を適切に活用

し、関係省庁間及び外国政府等との連携の強化に努めること。 

三 我が国の経済成長や企業のコーポレートガバナンス強化、ベンチャー企業の発展に

資する直接投資を一層促進するため、市場関係者に対し、事前届出免除制度の内容及

び趣旨を広く周知するとともに、必要に応じ更なる投資促進策の検討を行うこと。 

四 我が国の中小企業が有する国の安全等に関わる重要な技術の流出や事業の喪失を適

切に防止できるよう、事前届出の審査の適切な実施に努めること。 

五 事前届出制度の詳細を政令等で定めるに当たっては、委員会審査を通じて確認され

た本改正の立法趣旨を十分に踏まえるとともに、市場関係者に分かりやすいものとな

るよう、幅広く丁寧に意見を聴取し、その内容を明確化すること。 

六 安全保障の観点から対内直接投資に係る対応強化の流れが国際的に見られる中、我

が国の安全を脅かす対内直接投資について、内外の情報収集に鋭意努めるとともに、

実効的かつ機動的な対応を行えるよう、新法の規定について検討を更に加え、国益を

踏まえた必要な措置を講じること。 

三、参議院財政金融委員長報告（令和元年一一月二二日） 

○中西祐介君 ただいま議題となりました法律案につきまして、財政金融委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、健全な対内直接投資を一層促進する観点から事前届出免除制度を導入す

るとともに、国の安全等を損なうおそれがある投資に適切に対応するため、事前届出の

対象を見直す等の改正を行おうとするものであります。 

 委員会におきましては、事前届出免除制度の運用の在り方、対内直接投資の促進とそ

の両立を図る必要性等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承

知願います。 

 質疑を終了し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和元年一一月二一日） 

 政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 



一 世界の安全保障環境が厳しさを増している中、我が国の対内直接投資の事前届出審

査制度の改善を図る本改正が、経済の健全な発展に資する対内直接投資を一層促進し

つつ、国の安全等に関わる技術の流出や事業の喪失を防止し、我が国又は国際社会の

平和及び安全の維持に資するよう、事前届出制度の適切な実施に努めること。 

二 事前届出審査の実効性を高めるため、関係省庁において定員の確保、機構の充実そ

の他審査体制の強化を図るとともに、本改正で設けられた情報交換規定を適切に活用

し、関係省庁間及び外国政府等との連携の強化に努めること。 

三 我が国の経済成長や企業のコーポレートガバナンス強化、ベンチャー企業の発展に

資する直接投資を一層促進するため、市場関係者に対し、事前届出免除制度の内容及

び趣旨を広く周知するとともに、必要に応じ更なる投資促進策の検討を行うこと。 

四 我が国の中小企業が有する国の安全等に関わる重要な技術の流出や事業の喪失を適

切に防止できるよう、中小企業への配慮を行いつつ事前届出の審査の適切な実施に努

めること。 

五 事前届出制度の詳細を政令等で定めるに当たっては、委員会審査を通じて確認され

た本改正の立法趣旨を十分に踏まえるとともに、企業、市場関係者に分かりやすいも

のとなるよう、幅広く丁寧に意見を聴取し、その内容を明確化すること。 

六 事前届出免除制度の適用については、投資家の外形的基準だけでなく、国の安全等

に関わる技術の流出や事業の喪失を防止するとの法目的についても十分考慮すること。 

七 安全保障の観点から対内直接投資に係る対応強化の流れが国際的に見られる中、我

が国の安全を脅かす対内直接投資について、内外の情報収集に鋭意努めるとともに、

実効的かつ機動的な対応を行えるよう、新法の規定について検討を更に加え、国益を

踏まえた必要な措置を講じること。 

八 本改正による影響を十分に検証するとともに、対内直接投資審査制度の運用に当た

っては、投資促進や金融資本市場の活性化に反するものとならないよう配慮するほか、

株主の権利行使や企業との対話を阻害することのないよう留意すること。 

九 事前届出審査に当たっては、判断基準等を事前に公表するなど透明性の確保を図る

とともに、ベンチャー企業等の資金調達に支障を来さないよう審査期間の更なる短縮

化を検討すること。また、投資実施後のモニタリングを強化するなど規制の実効性を

確保すること。 

十 事後報告及び事前届出に係る手続については、外国投資家の投資意欲や機動的な投

資判断を阻害することのないよう、報告手法の簡易化や報告頻度の軽減など事務負担

の軽減に十分配慮すること。 

十一 外国資本による土地購入が急速に拡大している現状に鑑み、安全保障、水源、鉱

物資源保全等の観点から速やかに検討を行い、必要な措置を講ずるよう取り組むこと。 

  右決議する。 


